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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】 
 平成22年２月12日に提出いたしました第８期第３四半期（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）四半期報告

書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、四半期報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

  

２【訂正事項】 
第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

１ 業績の状況 

  

３【訂正箇所】 
 訂正箇所は＿を付して表示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（訂正前） 

 （注） ＜略＞ 

  

（訂正後） 

 （注） ＜略＞ 

  

 

  
平成20年度 

第３四半期連結 
累計期間 

平成21年度
第３四半期連結 

累計期間 

平成20年度
第３四半期連結 

会計期間 

平成21年度 
第３四半期連結 

会計期間 
平成20年度

  

（自 平成20年 
４月１日 

至 平成20年 
12月31日）

（自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
12月31日）

（自 平成20年
10月１日 

至 平成20年 
12月31日）

（自 平成21年 
10月１日 

至 平成21年 
12月31日）

（自 平成20年
４月１日 

至 平成21年 
３月31日）

              
              
              

連結自己資本比率 
（第一基準） 

％ ―― ── 11.28 12.92 10.55 

              
              
              

  
平成20年度 

第３四半期連結 
累計期間 

平成21年度
第３四半期連結 

累計期間 

平成20年度
第３四半期連結 

会計期間 

平成21年度 
第３四半期連結 

会計期間 
平成20年度

  

（自 平成20年 
４月１日 

至 平成20年 
12月31日）

（自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
12月31日）

（自 平成20年
10月１日 

至 平成20年 
12月31日）

（自 平成21年 
10月１日 

至 平成21年 
12月31日）

（自 平成20年
４月１日 

至 平成21年 
３月31日）

              
              
              

連結自己資本比率 
（第一基準） 

％ ―― ── 11.28 12.91 10.53 

              
              
              



第２【事業の状況】 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

１．業績の状況 

（財政状態及び経営成績の分析） 

(1）総論 

＜略＞ 

（訂正前） 

［規律ある資本政策の推進］ 

 当社グループは、金融市場混乱や世界的な景気後退等を踏まえ、「安定的な自己資本の充実」に力点を置いた運営

を行ってきております。 

 具体的には、中期的な課題として、TierⅠ比率を８％程度、「本源的資本」(※)をTierⅠの半分以上の水準に維持

することを目指しておりますが、平成21年12月末では各々8.79％、5.44％となっております。 

＜略＞ 

  

（訂正後） 

［規律ある資本政策の推進］ 

 当社グループは、金融市場混乱や世界的な景気後退等を踏まえ、「安定的な自己資本の充実」に力点を置いた運営

を行ってきております。 

 具体的には、中期的な課題として、TierⅠ比率を８％程度、「本源的資本」(※)をTierⅠの半分以上の水準に維持

することを目指しておりますが、平成21年12月末では各々8.78％、5.44％となっております。 

＜略＞ 


